市町村生活交通対策事業補助金申請に係る留意事項
１　新たな交通システム、路線を立ち上げる場合

　　当該補助金の交付対象となるためには、福島県市町村生活交通対策事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の規定に基づき、直営・委託事業においては、要綱第５条、要請事業においては、要綱第１０条の規定により１月前までに指定申請を行い、指定を受ける必要があります。
　　

　①手続

　　新たに交通システム等を構築する場合、その交通システムが当該補助金の交付対象（市町村生活交通路線、要請事業として指定される）となるかどうかについて、事前（地域公共交通会議等協議会の決定を経る前）に県生活交通課に協議願います。
　②その結果を受けて
　　補助金の交付対象となる場合は、要綱の規定に従い運行開始日の１月前までに指定申請を行ってください。
　　

２　既存の路線・要請事業（当該補助対象）を変更する場合

　　要綱第６条又は第１１条の規定により変更しようとする日の２週間前までに変更申請を行ってください。
　　この場合も指定申請同様に事前に変更内容を県生活交通課に相談願います。（相談方法は問いません。）

３　既存の路線・要請事業（当該補助対象）を廃止する場合

道路運送法第４条許可を受けているバス事業者等へ委託している路線（定路線運行）を廃止する場合は、事業者が県生活交通対策協議会へ廃止の申出をする必要があります。（路線の休廃止であって、系統の廃止については、この手続は不要です。）

上記以外の路線・要請事業の廃止は、要綱第８条又は第１３条の規定により廃止しようとする日の２週間前までに届出願います。
